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議会に係る手続のオンライン化に対応した標準会議規則等の改正に関する基本的な考え方

 

１ 改正の概要 

 デジタル手続法において、法令に基づく行政機関等への申請や行政機関等が行う処分通知

等は、オンラインにより行うことが可能とされているが、同法第１項第２号ハにおいて「地

方公共団体又はその機関（議会を除く。）」とされています。 

そのため、行政機関等が当事者とならない法令に基づく手続で書面等を前提とするもの

（請願、意見書等）は、従来、オンラインにより行うことが出来ませんでしたが、地方自治

法の改正により可能となりました。 

 一方で、会議規則、条例等に基づく手続は、デジタル手続法や地方自治法の対象外のため、

法改正のみではオンライン化できません（デジタル手続条例の対象となっている場合を除

く。）。議会に係る手続について一括してオンラインによることを可能とする観点から、標

準会議規則等について、デジタル手続法に準じて次のとおり改正を行いました。 

① 地方自治法改正によりオンライン化可能となった手続（請願、意見書等）  

→標準会議規則等で書面等が要求されている場合でも、オンライン化を可能とする。  

② 会議規則、条例等の規定により、書面等を前提とする手続（委員会報告書等）  

→会議規則、委員会条例の改正により、オンライン化を可能とする。 

 

併せて、オンライン委員会に関する改正及び令和４年度の検討会議での検討された事項等

に関する改正を行いました。 

 

２ 改正の主な内容 

（１）議会のデジタル化に関する改正について 

ア 令和５年地方自治法改正（議会に係る手続きのオンライン化）に対応するもの（会

議規則、委員会条例のみの手続きのオンライン化を含む）について 

デジタル手続法は、手続を、①申請等、②処分通知等、③縦覧・閲覧及び④作成・保

存に分類し、それぞれについてオンライン化に対応した規定を設けていることを踏まえ、

議会に係る手続のオンライン化についても、同様の考え方を基本としました。 

   標準会議規則については、オンライン手続の対象となる箇所が多数のため、「第九章 

補則」に各手続のオンライン化に対応する通則的な規定を新設する等の改正を行いまし

た。 
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標準委員会条例については、オンライン手続の対象となる箇所が少ないため、該当条

文毎に改正しました。 

イ オンライン委員会に関する規定（参考条例として令和３年度に全市に示されたもの

を一部修正）を標準の本則としたものについて 

令和３年度検討会議において、例外的なものであり「標準」とすることは時期尚早で

あることから「参考」としてとりまとめた「令和３年度検討結果報告」でお示しした委

員会条例及び会議規則の各条文について、「標準」の規定とする改正を行いました。そ

の際、検討会議における意見を踏まえ、一部の条文の新設及び削除並びに字句の修正を

行いました。 

 

（２）令和４年度検討会議での検討事項に関する改正について 

 オンライン化とは関係ない事項についても、令和４年度検討会議で検討された事項を基に

標準会議規則及び標準委員会条例の改正を行いました。また、常用漢字の変更及び「公用文

作成の考え方(令和４年１月１１日内閣官房通知)」等に基づく用字用語の整理を行いました。

なお、表記は「注釈 公用文用字用語辞典（第１０版）」（新日本法規）に基づきます。 

【改正に際しての留意点】 

※拗音及び促音に用いる「や・ゆ・よ・つ」の表記について、標準市議会会議規則及び標準

市議会委員会条例は、本会ホームページ上や本会から出版している書物では閲覧者の便宜

を考慮して、小書きの「っ」としておりましたが、本来は大書きの「つ」です。詳細は本

会より全市に令和６年１月２６日付けで発出している事務連絡「標準市議会会議規則及び

標準市議会委員会条例の新旧対照表について」をご参照ください。 

※一部条文については、整文のため、読点を打つ改正を行っております。 

※一部条文中で規定されている小見出しに係る部分について、従来は、小見出しの「（）」ま

で引用して条文中に規定しておりませんでしたが、本来は小見出しの「（ ）」までが引用

されますので、以下のように改正を行っております。 

（例）新 第三十七条 (略)～第百四十一条（（請願の委員会付託））に規定する場合を除き、～(略) 

    旧 第三十七条 (略)～第百四十一条（請願の委員会付託）に規定する場合を除き、～(略) 

 

（３）その他の改正について 

 全国都道府県議会議長会及び全国町村議会議長会と協議のうえ「現在の社会情勢等に照ら

し改正が適当」と判断された事項について、改正を行いました。 
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３ オンライン化の対象となる手続き 

（１）地方自治法改正の対象となる手続き 

当事者 手続の内容 根拠規定（地方

自治法） 

オンライン化根

拠規定（地方自

治法） 

対応する会議規

則等 

会派又は議員→

議長 

政務活動費に係

る収支及び支出

の報告書の提出 

第 100 条第 15

項 

第 100 条第 15

項 

（条例の定める

ところによりオ

ンライン化可能

とする規定） 

※１ 

議長→長 会議録の書面の

写し又は電磁的

記録を添えた会

議結果の報告 

第 123 条第 4項 第 123 条第 4項 会議規則のオン

ライン化に係る

規程 

委員会→議会 委員会による議

案の提出（団体

意思決定に係る

もの） 

第 109 条第 6項

及び第 7 項 

第 138 条の 2第

1項 

会議規則 

議員→議会 議員による議案

の提出（団体意

思決定に係るも

の） 

第 112 条第 1項

及び第 3 項 

第 138 条の 2第

1項 

会議規則 

請願者→議会 請願書の提出 第 124 条 第 138 条の 2第

1項 

会議規則 

議会→国会 意見書の提出

（国会宛） 

第 99 条 第 138 条の 2第

2項 

国会事務局の定

め 

議会→議員 議会における選

挙の投票の効力

の異議に係る決

定書の交付 

第 118 条第 1項

後段及び第 6項 

第 138 条の 2第

2項 

会議規則（委任

規定新設）※２ 

議会→議員 議員の資格決定

に係る決定書の

交付 

第 127 条第 1項

及び第 3 項 

第 138 条の 2第

2項 

会議規則（委任

規定新設）※２ 

議長→議員 欠席議員に対す

る招状の発出 

第 137 条 第 138 条の 2第

2項 

会議規則のオン

ライン化に係る

規程 

※１ ①執行機関のオンライン手続条例を改正し該当する条例を対象に追加、②議会独自

のオンライン手続条例を制定、③個別の条例を改正（例：政務活動費条例の一部改

正）の３つの方法が考えられます（令和５年１１月６日付け本会発出事務連絡）。 

※２ 議会における選挙の投票の効力の異議に係る決定書の交付及び議員の資格決定に係

る決定書の交付のオンライン化については、地方自治法の委任を受けた同法施行規則

の規定により議会（会議規則）に委任されているため、会議規則に議長への委任規定

を設け、議長が定める規程でオンライン化する整理としています。 
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（２）標準会議規則のうちオンライン化・デジタル化の対象となる主な手続き（オンライ

ン委員会に関するものは除く） 

〔注〕「オンライン化」とはインターネット等のコンピュータネットワークを利用する方法

を利用可能とすることであり、「デジタル化」とはオンライン化も含むデジタル技術を利

用する方法一般を言います。したがいまして、議会・議長等による作成又は保存の規定

については「デジタル化」となります。委員会条例も同様です。 

当事者 手続の内容 根拠規定（標準会議

規則） 

オンライン化根拠規

定（標準会議規則） 

議員→議長 本会議の欠席届 第 2条第 2項 第 167 条の 2第 1項 

議長→議員 出席催告 第 13 条 第 167 条の 2第 2項 

議員→議長 議案の提出（機関意

思決定に係るもの） 

第 14 条第 1項 第 167 条の 2第 1項 

委員会→議長 議案の提出（機関意

思決定に係るもの） 

第 14 条第 2項 第 167 条の 2第 1項 

議員→議長 修正の動議の提出 第 17 条 第 167 条の 2第 1項 

議長→議員 議事日程の配布 第 20 条本文 第 167 条の 2第 2項 

― 選挙関係書類の文書

等による作成及び保

存 

第 33 条 第 167 条の 3第 1項 

議員→議長 発言通告書の提出 第 51 条第 1項 第 167 条の 2第 1項 

議員→議長 一般質問の要旨の通

告 

第 62 条第 2項 第 167 条の 2第 1項 

議長→議員 答弁書の配布 第 66 条 第 167 条の 2第 2項 

住民→議長 公聴会における意見

を述べようとする者

の申出 

第 79 条 第 167 条の 2第 1項 

公述人→議会 議会が許可した場合

における文書による

意見陳述 

第 83 条 第 167 条の 2第 1項 

議長→議員 配布用会議録の配布 第 86 条 第 167 条の 2第 2項 

― 会議録署名議員 第 88 条 第 167 条の 3第 1項 

委員→委員長 委員会の欠席届 第 91 条第 2項 第 167 条の 2第 1項 

委員会→議長 派遣承認要求書の提

出 

第 106 条 第 167 条の 2第 1項 

議員→委員長経由→

議長 

少数意見報告書の提

出 

第 108 条第 2項 第 167 条の 2第 1項 

委員会→議長 委員会報告書の提出 第 110 条 第 167 条の 2第 1項 

委員長→委員 答弁書の配布 第 125 条 第 167 条の 2第 2項 

議長→議員 請願文書表の配布 第 140 条第 1項 第 167 条の 2第 2項 

議長→議員 請願文書表の配布 第 141 条第 1項 第 167 条の 2第 2項 

住民→議会 陳情書等提出及び陳

情文書表等の文書等

による配布 

第 145 条 第 167 条の 2第 1項 

議長→副議長 辞表の提出 第 146 条第 1項 第 167 条の 2第 1項 

副議長→議長 辞表の提出 第 146 条第 1項 第 167 条の 2第 1項 

議員→議長 辞表の提出 第 147 条第 1項 第 167 条の 2第 1項 
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議員→議長 資格決定要求書及び

証拠書類の提出 

第 148 条 第 167 条の 2第 1項 

議員→議長 懲罰動議の提出 第 160 条第 1項 第 167 条の 2第 1項 

 

（３）標準委員会条例のうちオンライン化・デジタル化の対象となる手続き（オンライン

委員会に関するものは除く） 

当事者 手続の内容 関連規定 

意見を述べようとする者→

委員会 

意見を述べようとする者の

申出 

第 24 条第 2項 

公述人→委員会 代理人又は文書等による意

見の陳述 

第 28 条 

― 委員会記録の作成 第 30 条第 3項 

 

４ 会議規則及び委員会条例と執行機関のデジタル手続条例(オンライン手続条例)の関係 

デジタル手続法では、法令に基づく行政機関等への申請や行政機関等が行う処分通知等

は、オンラインにより行うことが可能とされていますが、地方議会は、「行政機関等」から

除かれています。 

そのため、行政機関等が当事者とならない法令に基づく手続で書面等を前提とするもの

（請願、意見書等）は、従来、オンライン化できませんでしたが、今回の地方自治法の改

正により可能となりました。 

また、会議規則、条例、規程等に基づく手続は、地方自治法やデジタル手続法の対象外

のため、法改正のみではオンライン化できません。 

このため、既存の執行機関のデジタル手続条例の対象としてオンライン化することが考

えられますが、これはできないと解されます。 

なぜなら、①二元代表制における議会の自律権、すなわち会議規則及び委員会条例は提

案権が議会に専属していること〔注〕②会議規則には単に議会内部の運営、手続のみならず

請願手続等公表を必要とする規定を含んでいるので、その制定改廃は公告式条例の定める

ところにより公表しなければならない（地方自治法第１６条第５項）こと③会議規則の制

定改廃の手続きは条例と同じだが、別個の法規であることから、少なくとも会議規則及び

委員会条例については、個別に改正するのが適当と解されます。 

〔注〕○会議規則の発案権に関する行政実例（日時不明） 

・会議規則ノ如キハ議員自ラ発案スヘキモノニシテ理事者ニ於テ発案スルヲ得サ

ルモノトス 

・市制６３条町村制５９条（地方自治法は第１２０条）ノ規定ニ係ル事項ハ市長

村長ニ於テ発案スヘキモノニ非ズ 

○委員会条例の発案権に関する行政実例（昭和２２・８・８） 

・委員会条例の発案権は議員に専属する。執行機関は発案できない。 

 

（参考）用字用語の解説等 

法律や条例での用語は、正確さを重視するため、一般的な用語とは異なる場合があります。 

例えば、「コンピュータ」という言葉は、どのような機器を指すのか、その境界が曖昧で
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あり、技術的中立性に配慮（将来生まれるだろう新たな技術形式も扱えるよう、条文ではあ

えて抽象的な表現が用いられる）するため、法律用語としては「電子計算機」という用語が

使用されています。 

同様に、「インターネット」は、複数のコンピュータネットワークを相互接続することで

構成されるものであるため、法律用語としては「電子情報処理組織」という用語が使用され

ています。 

このように、法律用語は、正確さを重視するため、一般的な用語とは異なる場合があるた

め、以下に主な用語が何を指すかを解説します。 

 

・電子計算機：パソコン、スマートフォン、タブレット等ＣＰＵが搭載された機器 

・電子情報処理組織：インターネット、ＬＡＮ等 

・電磁的記録：（デジタル）データ 

・電子情報処理組織を使用する方法：オンライン（化）、メール、電子申請システム等 

 

※書面等に該当する用語（内閣官房情報通信技術（IT）総合戦略室デジタルガバメント担当

編著「逐条解説 デジタル手続法」（ぎょうせい）（以下、「逐条解説デジタル手続法」と

ういう。） 

・「書面」、「書類」、「文書」、「〇〇書」、「〇〇書類」、「原本」、「複本」、「謄本」、「抄本」、「正

本」、「副本」、「〇〇証」、「○○状」、「〇〇印紙」、「〇〇手帳」は、「書面等」に該当する。 

・また、「交付する」、「記載する」が動詞に使用されている場合の名詞は、上記以外の用語

であっても各該当規定における場合に限り「書面等」に該当する。 

・前記以外の用語は、原則として「書面等」に該当しない。疑義がある場合、①オンライン

化について規定する法律及び政令における整理、②法令用語辞典等を総合的に検討の上、

個別に「書面等」に該当するか決定する。 

※「署名等の定義」（逐条解説デジタル手続法） 

・「署名」とは、自己の作成した書類等にその責任を明らかにするため自己の氏名を自ら書

き記すことをいう。「自署」ともいう。代書や記名押印が許される場合がある。 

・「記名」とは、書類等に作成者の責任を明らかにする等のため氏名を記すことをいう。「署

名」が自署、すなわち、自ら氏名を記すことを要求されるのに対し、「記名」の場合は、

自署を必要とせず、他人が書いてもよいし、また、印刷でもよい。 

・「記名押印」とは、書類等に作成者を明らかにする等のため氏名を記載し、印章を押すこ

と。記名捺印ともいう。署名の場合、自署することが必要であるのに対し、記名の場合は、

他人が書いてもよいし、印刷でもよい。私法上、裁判上は、署名に代えて記名押印するこ

とが一般に認められている。 

・「連署」とは、一般に二人以上の者が、同一の書面上にそれぞれの氏名を並べて自署す

ることをいう。 
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